
宇宙基本法 

（平成二十年五月二十八日法律第四十三号） 

 

 第一章 総則（第一条―第十二条） 

目的、宇宙の平和利用、国民生活の向上等、産業の振興、人

類社会の発展、国際協力等、環境への配慮、国の責務、地方

公共団体の努力義務、連携の強化、法制上の措置等、行政組

織の整備等、1 

 第二章 基本的施策（第十三条―第二十三条） 

国民生活の向上等に資する人工衛星の利用、国際社会の平

和及び安全の確保並びに我が国の安全保障、人工衛星等の

自立的な打上げ等、民間事業者による宇宙開発の促進、信頼

性の維持及び向上、先端的な宇宙開発等の推進、国際協力

の推進等、環境の保全、人材の確保等、教育及び学習の振興

等、宇宙開発に関する情報の管理、 

 第三章 宇宙基本計画（第二十四条） 

 第四章 宇宙開発戦略本部（第二十五条―第三十四条） 

設置、所掌事務、組織、宇宙開発戦略本部長、宇宙開発戦略

副本部長、宇宙開発戦略本部員、資料の提出その他の協力、

事務、主任の大臣、政令への委任 

 第五章 宇宙活動に関する法制の整備（第三十五条） 

 附則 

                                      
1 （素案）には目次が無かった。青字は基本法には記載されなかった各

条の見出しを付記した。其の内、緑字は「基本理念」と称される。 

   第一章 総則  

（目的） 

第一条  この法律は、科学技術の進展その他の内外の諸情勢の変化

に伴い、宇宙の開発及び利用（以下「宇宙開発利用」2という。）の重

要性が増大していることにかんがみ、日本国憲法の平和主義の理念

を踏まえ3、環境との調和に配慮しつつ、我が国において宇宙開発

利用の果たす役割を拡大4するため、宇宙開発利用に関し、基本理

念及びその実現を図るために基本となる事項を定め、国の責務等を

明らかにし、並びに宇宙基本計画の作成について定めるとともに、

宇宙開発戦略本部を設置5すること等により、宇宙開発利用に関する

施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生活の向上及び経

済社会の発展に寄与するとともに、世界の平和及び人類の福祉の向

上に貢献することを目的とする。 

（宇宙の平和的利用） 

第二条  宇宙開発利用は、月その他の天体を含む宇宙空間の探査及

び利用における国家活動を律する原則に関する条約等の宇宙開発

                                      
2 「宇宙開発」と云う用語に慣れ親しんで来て、10年ほど前から「宇宙開

発利用」と言われるようになったが、おかしな言葉なので定義をしたの

だろうが、定義になっていない。「宇宙」を「利用」出来ても、「開発」出来

ない。長ったらしく言えば、「宇宙の資源を利用する為の技術開発と、

宇宙の資源を利用する為の諸システムの運用」と云う事だろう。 
3 第二条に書かれていた事を、目的にも重複させて書くように変更した。

余程「平和利用」を強調したい人達が煩かったのだろう。 
4 拡大と云うのは、今迄、取組から外していたものも含めると云う意味で

ある。其の重要な一つは国家安全保障目的の利用だろう。 
5 本部長は総理大臣なので、国の総力を挙げて取組む事になり、文部

科学省の役割は、国の宇宙開発の一部を担当する事になる。 



利用に関する条約その他の国際約束の定めるところに従い、日本国

憲法の平和主義の理念にのっとり、行われる6ものとする。  

（国民生活の向上等） 

第三条  宇宙開発利用は、国民生活の向上、安全で安心して暮らせる

社会の形成、災害、貧困その他の人間の生存及び生活に対する

様々な脅威の除去、国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国

の安全保障に資するよう7行われなければならない。  

（産業の振興） 

第四条  宇宙開発利用は、宇宙開発利用の積極的かつ計画的な推進、

宇宙開発利用に関する研究開発の成果の円滑な企業化等により、

我が国の宇宙産業その他の産業の技術力及び国際競争力の強化を

もたらし、もって我が国産業の振興に資するよう8行われなければな

らない。  

（人類社会の発展） 

第五条  宇宙開発利用は、宇宙に係る知識の集積が人類にとっての

知的資産であることにかんがみ、先端的な宇宙開発利用の推進及

                                      
6 長ったらしい前置きがあり、宇宙法に於いて「平和利用は非侵略」と云

う国際的共通理解がある事から、「平和利用とは非軍事の事」と云う国会

答弁は反故になったと考えられる。 
7 「国民の安全・安心」と云う曖昧な表現に、「脅威の除去」「国の安全保

障」など、具体的な説明が付加された。但し、「脅威」に掛る対象は「災

害、貧困その他」であり、「内政干渉」や「侵略」も含まれているのか推測

出来ない。 
8 「宇宙技術は将来の日本を支えるものである。」と云った、誤った認識

とは異なる。「宇宙商業利用にもっと資金投入せよ。」と迄は決して意味

しない。第十六条に更に詳細な表現で示されている。 

び宇宙科学の振興等により、人類の宇宙への夢の実現及び人類社

会の発展に資するよう9行われなければならない。 

（国際協力等）10 

第六条  宇宙開発利用は、宇宙開発利用に関する国際協力、宇宙開

発利用に関する外交11等を積極的に推進することにより、我が国の国

際社会における役割を積極的に果たすとともに、国際社会における

我が国の利益の増進に資するよう行われなければならない。  

（環境への配慮） 

第七条  宇宙開発利用は、宇宙開発利用が環境に及ぼす影響に配慮

して行われなければならない。  

（国の責務） 

第八条  国は、第二条から前条までに定める宇宙開発利用に関する

基本理念12（以下「基本理念」という。）にのっとり、宇宙開発利用に関

する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有す13る。  

（地方公共団体の努力義務） 

                                      
9 宇宙の他にも「人類社会の発展に寄与する」分野が沢山あるので、

「資金の投入額の割に実効が少ない。」と非難される事も有りそうな点を

危惧する。勿論この様な成果が大きい程良いので、記載すべきである。 
10 「目標」と云うより「手段」の要素が強いので、「基本理念」として並んで

いるのに違和感があるが、「外交関係の向上に寄与する」と云う事なら

「目標」であってもおかしくない。 
11 素案に示されなかった「外交」の記述が加わった事で、前記の注 10

に示した「違和感」は和らげられた。 
12 6 箇条の基本理念と云う事になる。宇宙の平和利用、国民生活の向

上等、産業の振興、人類社会の発展、国際協力等、環境への配慮 
13 企業の自由競争による宇宙開発を否定するものではないだろうが、

兎も角国には責務があると明言している。 



第九条  地方公共団体は、基本理念にのっとり、宇宙開発利用に関し、

国との適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の特

性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施するよう努めなけれ

ばならない14。  

（連携の強化） 

第十条  国は、国、地方公共団体、大学、民間事業者等が相互に連携

を図りながら協力することにより、宇宙開発利用の効果的な推進が図

られることにかんがみ、これらの者の間の連携の強化に必要な施策

を講ずるものとする。  

（法制上の措置等） 

第十一条  政府は、宇宙開発利用に関する施策を実施するため必要

な法制上、財政上、税制上又は金融上の措置その他の措置を講じ

なければならない。  

（行政組織の整備等） 

第十二条  国は、宇宙開発利用に関する施策を講ずるにつき、行政

組織の整備及び行政運営の改善に努めるものとする。  

                                      
14 言われたからと云って、直に出来る様な事ではない。射場を持つ鹿

児島県など、既に努力を重ねている地方公共団体を励ます為に記載し

たのだろうか。 

   第二章 基本的施策  

（国民生活の向上等に資する人工衛星の利用） 

第十三条  国は、国民生活の向上、安全で安心して暮らせる社会の形

成並びに災害、貧困その他の人間の生存及び生活に対する様々な

脅威の除去に資するため、人工衛星を利用した安定的な情報通信

ネットワーク、観測に関する情報システム、測位に関する情報システ

ム等の整備の推進その他の必要な施策を講ずる15ものとする。  

（国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安全保障） 

第十四条  国は、国際社会の平和及び安全の確保並びに我が国の安

全保障に資する16宇宙開発利用を推進するため、必要な施策を講ず

るものとする。  

（人工衛星等の自立的な打上げ等） 

第十五条  国は、人工衛星等の開発、打上げ、追跡及び運用を自立

的に行う能力を我が国が有することの重要性17にかんがみ、これらに

必要な機器（部品を含む。）、技術等の研究開発の推進及び設備、

施設等の整備、我が国が宇宙開発利用に関し使用できる周波数の

確保その他の必要な施策を講ずるものとする。  

                                      
15 第三条の前半「宇宙開発は、国民生活の向上、安全で安心して暮ら

せる社会の形成、災害、貧困その他の人間の生存及び生活に対する

様々な脅威の除去、」の為の具体的な人工衛星利用法を列挙している。

「観測」はリモセンの意味だろうが、適当な用語が無かったのか。また、

「観測に関する情報システム」と限定するのは何だろうか。 
16 第三条の後半と同一の文章である。 
17 自立したいと云う事に反論する気は無いが、国内の追跡局だけで運

用出来ない事、種子島からの極軌道衛星打上げはロケットの能力を酷

く落としてしまう事など、友好国との協力も重要である。其の含みを残す

表現をする必要は無いのだろうか。 



（民間事業者による宇宙開発利用の促進） 

第十六条  国は、宇宙開発利用において民間が果たす役割の重要性

にかんがみ18、民間における宇宙開発利用に関する事業活動（研究

開発を含む。）を促進し、我が国の宇宙産業その他の産業の技術力

及び国際競争力の強化を図るため、自ら宇宙開発利用に係る事業を

行うに際しては、民間事業者の能力を活用し、物品及び役務の調達

を計画的に行う19よう配慮するとともに、打上げ射場（ロケットの打上

げを行う施設をいう。）、試験研究設備その他の設備及び施設等の

整備20、宇宙開発利用に関する研究開発の成果の民間事業者への

移転の促進、民間における宇宙開発利用に関する研究開発の成果

の企業化の促進、宇宙開発利用に関する事業への民間事業者によ

る投資を容易にするための税制上及び金融上の措置21その他の必

要な施策を講ずるものとする。  

（信頼性の維持及び向上） 

第十七条  国は、宇宙開発利用に関する技術の信頼性の維持及び向

上を図ることの重要性にかんがみ、宇宙開発利用に関する基礎研究

                                      
18 「重要である」としか言っていない。民間の生産技術無しに宇宙開発

利用が成り立たないのであるが、其処迄の強さが感じられない。 
19 「過度に輸入に依存する事なく。」と云う意味であろうが、其処まで露

骨に書けない。此の文章の前に「貿易管理の対象となる技術も多い事

をかんがみ」とでも付ければ、「計画的に」の意図が明確になる。但し、

此処で対応するのでなく、第十四条で触れるのが良いかも知れない。 
20 既に存在しているＧＯＣＯ（Government Owned, Company Operated 

Facility）も含まれる表現が望ましあいと思う。種子島の固体推薬製造・

充填施設がそうだし、筑波のＪＥＭ関連の試験設備もその傾向がある。 
21 此れだけが際立って明瞭である。 

及び基盤的技術の研究開発の推進その他の必要な施策を講ずるも

のとする。  

（先端的な宇宙開発利用等の推進） 

第十八条  国は、宇宙の探査等の先端的な宇宙開発利用及び宇宙科

学に関する学術研究等を推進するために必要な施策を講ずる22もの

とする。  

（国際協力の推進等） 

第十九条  国は、宇宙開発利用の分野において、我が国の国際社会

における役割を積極的に果たすとともに、国際社会における我が国

の利益を増進するため、宇宙開発利用に関し、研究開発のための国

際的な連携、国際的な技術協力その他の国際協力を推進するととも

に、我が国の宇宙開発利用に対する諸外国の理解を深める23ために

必要な施策を講ずるものとする。  

（環境の保全） 

第二十条  国は、環境との調和に配慮した宇宙開発利用を推進する

ために必要な施策を講ずるものとする。  

２  国は、宇宙の環境を保全する24ための国際的な連携を確保するよう

に努めるものとする。  

（人材の確保等） 

                                      
22 此処までの各条で、「国民生活、安全保障、自立的な打上げ、産業

振興、信頼性の維持向上、先端技術」を挙げて来ているが、字数から見

ても、安全保障と先端技術の記述が軽くなっている様に感じる。 
23 「理解を深める」としか書けないのかも知れないが、「諸外国から、日

本が宇宙に取り組むことを、好ましいと思って貰える。」と云う事だろう。 
24 此れはデブリ削減を指すのだろうが、其の前に在る「環境との調和」

は、ＧＣＯＭやＧＯＳＡＴを指すように解釈されかねない。 



第二十一条  国は、宇宙開発利用を推進するため、大学、民間事業者

等と緊密な連携協力を図りながら、宇宙開発利用に係る人材の確保、

養成及び資質の向上のために必要な施策を講ずるものとする。  

（教育及び学習の振興等） 

第二十二条  国は、国民が広く宇宙開発利用に関する理解と関心を

深める25よう、宇宙開発利用に関する教育及び学習の振興26、広報活

動の充実その他の必要な施策を講ずるものとする。  

（宇宙開発利用に関する情報の管理） 

第二十三条  国は、宇宙開発利用の特性にかんがみ、宇宙開発利用

に関する情報の適切な管理のために必要な施策を講ずる27ものとす

る。  

                                      
25 工夫も努力も無しに、国民は常に高い関心を持っている。但し、其れ

が中々理解に繋がらない。勿論「理解」とは「好ましいと思う」と云う意味

である。多くの人はもっと他の処に資金投入して貰いたいと考える。其

れでも宇宙開発利用は必要なのだが、真面目に説得しようとする程、理

解して貰い難くなる。 
26 余り強く否定したくは無いが、此れは宇宙開発利用に取り組む人の

仕事ではない様に思う。教育の現場で宇宙を取り上げると、学生や生

徒は強い興味を示す。此れを利用すると教授、教師が恩恵を受けるの

で、其の様な人が取り組むのが良いと思う。勿論、宇宙開発利用の世界

は、これ等の人にとって地理不案内だろうから、案内人は必要だろう。 
27 武器技術の事などを意味して書いているのだろうが、此れだけの記

述で意図が伝わるだろうか。少なくともリモセンデータについては、ど

の辺りが「情報の適切な管理」の境目なのか、共通認識は出来ていな

い様に感じる。 

   第三章 宇宙基本計画  

第二十四条  宇宙開発戦略本部は、宇宙開発利用に関する施策の総

合的かつ計画的な推進を図るため、宇宙開発利用に関する基本的

な計画（以下「宇宙基本計画」という。）を作成しなければならない。  

２  宇宙基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一  宇宙開発利用の推進に関する基本的な方針  

二  宇宙開発利用に関し政府が総合的かつ計画的に実施すべき施策  

三  前二号に定めるもののほか、宇宙開発利用に関する施策を政府

が総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３  宇宙基本計画に定める施策については、原則として、当該施策の

具体的な目標及びその達成の期間を定めるものとする。  

４  宇宙開発戦略本部は、第一項の規定により宇宙基本計画を作成し

たときは、遅滞なく、これをインターネットの利用その他適切な方法

により公表しなければならない。  

５  宇宙開発戦略本部は、適時に、第三項の規定により定める目標の

達成状況を調査し、 その結果をインターネットの利用その他適切な

方法により公表しなければならない。  

６  宇宙開発戦略本部は、宇宙開発利用の進展の状況、政府が宇宙

開発利用に関して講じた施策の効果等を勘案して、適宜、宇宙基本

計画に検討を加え、必要があると認めるときには、これを変更しなけ

ればならない。この場合においては、第四項の規定を準用する。  

７  政府は、宇宙基本計画について、その実施に要する経費28に関し

必要な資金の確保を図るため、毎年度、国の財政の許す範囲内で、

これを予算に計上する等その円滑な実施に必要な措置を講ずるよう

努めなければならない。  

                                      
28 最も重要な一点が明記された。 



   第四章 宇宙開発戦略本部  

（設置） 

第二十五条  宇宙開発利用に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するため、内閣に、宇宙開発戦略本部（以下「本部」という。）を置く。  

（所掌事務） 

第二十六条  本部は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一  宇宙基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。  

二  前号に掲げるもののほか、宇宙開発利用に関する施策で重要な

ものの企画に関する調査審議、その施策の実施の推進及び総合調

整に関すること。  

（組織） 

第二十七条  本部は、宇宙開発戦略本部長、宇宙開発戦略副本部長

及び宇宙開発戦略本部員をもって組織する。  

（宇宙開発戦略本部長） 

第二十八条  本部の長は、宇宙開発戦略本部長（以下「本部長」とい

う。）とし、内閣総理大臣29をもって充てる。  

２  本部長は、本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。  

（宇宙開発戦略副本部長） 

第二十九条  本部に、宇宙開発戦略副本部長（以下「副本部長」とい

う。）を置き、内閣官房長官及び宇宙開発担当大臣（内閣総理大臣の

命を受けて、宇宙開発利用に関し内閣総理大臣を助けることをその

職務とする国務大臣をいう。）をもって充てる。  

２  副本部長は、本部長の職務を助ける。  

（宇宙開発戦略本部員） 

                                      
29 嘗て宇宙開発委員会は総理大臣の諮問機関で、委員長は科学技術

庁長官であり、委員会は殆ど委員長代理が進行していた。 

第三十条  本部に、宇宙開発戦略本部員（以下「本部員」という。）を置

く。  

２  本部員は、本部長及び副本部長以外のすべての国務大臣をもっ

て充てる。  

（資料の提出その他の協力） 

第三十一条  本部は、その所掌事務を遂行するため必要があると認め

るときは、関係行政機関、地方公共団体及び独立行政法人（独立行

政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第一項に規定する

独立行政法人をいう。）の長並びに特殊法人（法律により直接に設立

された法人又は特別の法律により特別の設立行為をもって設立され

た法人であって、総務省設置法（平成十一年法律第九十一号）第四

条第十五号の規定の適用を受けるものをいう。）の代表者に対して、

資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることがで

きる。  

２  本部は、その所掌事務を遂行するため特に必要があると認めるとき

は、前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼する

ことができる。  

（事務） 

第三十二条  本部に関する事務は、内閣官房において処理し、命を

受けて内閣官房副長官補が掌理する。  

（主任の大臣） 

第三十三条  本部に係る事項については、内閣法（昭和二十二年法

律第五号）にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。  

（政令への委任） 

第三十四条  この法律に定めるもののほか、本部に関し必要な事項は、

政令で定める。  



   第五章 宇宙活動に関する法制の整備  

第三十五条  政府は、宇宙活動に係る規制その他の宇宙開発利用に

関する条約その他の国際約束を実施するために必要な事項等に関

する法制の整備を総合的、計画的かつ速やかに実施30しなければな

らない。  

２  前項の法制の整備は、国際社会における我が国の利益の増進及

び民間における宇宙開発利用の推進に資するよう行われるものとす

る。  

 

                                      
30 第三章で「宇宙基本計画を作る」事が明記されており、此処で「法制

の整備」が示されている。此の意味する処は、「国際宇宙法や月協定を

受けた国内法の整備」なのであろうが、もう一つ、「宇宙政策」も纏めて

頂きたい。「宇宙基本計画」を作る際に物差しになるのが「宇宙政策」で

あるが、「計画」にあって「政策」に無いものは具体的なハードウェア名

や、具体的なソフトウェア・システム名、システム概念である。日本人の

多くは具体的な名前が出て来ないと議論が出来ないが、是非とも「宇宙

政策」が欲しいので、有能な方々に集まって議論して頂きたい。此れが

無いと「計画」は力の強い者、此れの大きい者が綱を引きよせて作られ

る事になる。此の「基本法」だけで「基本計画」を律する事は難しいので、

中間に位置する「政策」が重要である。ただ「計画」に「基本」が付いて

いるので、「政策」の位置付けで纏まるのであれば其れで良い。 

   附 則 

（施行期日） 

第一条  この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日から施行する。  

（本部に関する事務の処理を内閣府に行わせるための法制の整備等） 

第二条  政府は、この法律の施行後一年を目途として、本部に関する

事務の処理を内閣府に行わせるために必要な法制の整備その他の

措置を講ずるものとする。  

（独立行政法人宇宙航空研究開発機構等に関する検討） 

第三条  政府は、この法律の施行後一年を目途として、独立行政法人

宇宙航空研究開発機構その他の宇宙開発利用に関する機関につい

て、その目的、機能、業務の範囲、組織形態の在り方、当該機関を所

管する行政機関等について検討を加え、見直し31を行うものとする。  

（宇宙開発利用に関する施策を総合的かつ一体的に推進するための

行政組織の在り方等の検討） 

第四条  政府は、宇宙開発利用に関する施策を総合的かつ一体的に

推進するための行政組織の在り方等について検討32を加え、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

 

                                      
31 素案に在った「必要な見直し」から、「必要な」が取れた。見直す意思

が強まった。 
32 素案には第二条と第三条だけがあり、第一条は機械的に追加された

ものであるが、第四条は明確な意図があって追加されている。検討の

結果措置が講じられる「行政組織」が如何なるものになるのか、目が離

せない。 


